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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期

中間連結会計期間
第26期

中間連結会計期間
第25期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上高 （千円） 2,203,895 2,259,602 4,795,386

経常利益 （千円） 12,220 42,477 80,320

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 495 33,053 44,276

中間包括利益又は包括利益 （千円） △313 32,854 46,952

純資産額 （千円） 1,195,951 1,258,013 1,269,399

総資産額 （千円） 2,019,896 2,257,115 2,164,501

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 0.32 20.81 28.11

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 0.32 20.73 28.00

自己資本比率 （％） 58.9 55.4 58.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △75,481 △13,017 32,586

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △45,658 △295,824 △45,800

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 64,640 60,765 54,163

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 1,147,589 998,184 1,246,439

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して
おりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動については、以下のとおりです。

 

＜ブランド事業＞

当中間連結会計期間において、株式会社menu magazineを株式の取得により子会社化し、連結の範囲に含めておりま

す。

 

＜デジタルマーケティング事業＞

主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間末日現在において判断したものであります。

 

(１）財政状態及び経営成績の状況

（経営成績の状況）

　当中間連結会計期間（2026年４月１日～2026年９月30日）における我が国の経済環境は、雇用情勢・所得環境の改

善等を背景に、政府による各種政策の効果もあり、緩やかな回復が続いております。その一方で、米国の政策動向や

中東情勢の緊迫化等によるエネルギー・原材料価格の上昇や物価高への影響等による世界情勢の不確実性もあり、景

気の先行きは不透明な状況が続いております。このような経済情勢においても、当社グループの経営理念である「共

存共栄の精神で世の中に新たな価値と笑顔を創出します」を実践し、中堅・中小企業様の経営者に対して真摯に向き

合う事業推進パートナーとして、常に顧客の想いに応える存在であり続けます。

　当社グループの主要事業領域である国内インターネット広告市場は成長を続け、2025年にはテレビ・新聞・雑誌・

ラジオのマスコミ四媒体合計を上回る４兆459億円（前年比10.8％増）規模に拡大しており（出所：『2025年 日本の

広告費』株式会社電通）、社会のデジタル化が進むなかで今後も継続して拡大することが見込まれます。

　このような市場環境を背景として当連結会計年度において、当社は引き続き継続的・安定的な事業規模拡大を目指

し、主力のデジタルマーケティング事業及びブランド事業に注力いたしました。

　この結果、当中間連結会計期間の売上高は2,259,602千円（前年同期比2.5％増）、営業利益は41,757千円（前年同

期比210.0％増）、経常利益は42,477千円（前年同期比247.6％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は33,053千円

（前年同期は親会社株主に帰属する中間純利益495千円）となりました。

 

　セグメントの経営成績を示すと、次のとおりであります。

 

①　ブランド事業

　当該事業におきましては、ブランドの「らしさ」を確立したいと考える中堅・中小企業様に対して、「ブラン

ドファースト」の考え方を反映した独自フレームワークを軸としたオウンドメディアの構築・運用及び経営サ

ポート、コンテンツマーケティング等を提供し、集客、採用・組織体制・企業文化における課題を解決していま

す。また、医療・建築・不動産・製造を中心に、3,000社超の既存顧客ネットワークから蓄積された「業界別ノ

ウハウ」をもとに、成長可能性を高めるためのプロジェクト推進ができることを強みとしております。

　当中間連結会計期間におきましては、前年度と同様に短納期・高利益率の商材の販売に注力して参りました。

売上高は653,484千円（前年同期比1.4％増）、セグメント利益は145,918千円（前年同期比19.0％増）となりま

した。

 

②　デジタルマーケティング事業

　当該事業におきましては、デジタルシフトを推進しているものの、マーケティング責任者やデジタル責任者が

不在でノウハウがなく、マーケティング活動の成果が出ないといった課題を抱える中堅・中小企業様に対して、

各種インターネット広告、デジタルコンテンツ制作、WEBコンサルティング等を提供しております。また、当社

が擁しているフロント人材が中心となり、現状分析、戦略立案・実行、効果測定までワンストップで提供できる

ことを強みとしております。

　当中間連結会計期間におきましては、当社とのシナジーを生む提携先企業との共催セミナー開催等に注力し、

顧客層の拡大を行って参りました。複数の中堅案件の成果創出により、売上高は1,606,118千円（前年同期比

3.0％増）、セグメント利益は125,266千円（前年同期比2.9％増）となりました。
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（財政状態の状況）

　当社グループの当中間連結会計期間末における財政状態は、総資産2,257,115千円となり、前連結会計年度末と

比較して92,613千円増加しております。負債合計は999,101千円となり、前連結会計年度末と比較して103,999千円

増加しております。純資産は1,258,013千円となり、前連結会計年度末と比較して11,385千円減少しております。

 

（流動資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ195,815千円減少し、1,770,561千円となり

ました。これは現金及び預金が248,254千円、受取手形及び売掛金が11,960千円減少した一方で、その他流動資産

が68,226千円増加したこと等によるものであります。

 

（固定資産）

　当中間連結会計期間末における固定資産は、前連結会計年度末に比べ288,429千円増加し、486,553千円となりま

した。これは有形固定資産が32,717千円、無形固定資産が236,565千円、投資その他の資産が19,145千円増加した

ことによるものであります。

 

（流動負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ48,997千円増加し、779,631千円となりま

した。これは買掛金が18,672千円減少した一方で、１年内返済予定の長期借入金が50,004千円、未払法人税等が

11,010千円増加したこと等によるものであります。

 

（固定負債）

　当中間連結会計期間末における固定負債は、前連結会計年度末に比べ55,002千円増加し、219,470千円となりま

した。これは長期借入金が55,002千円増加したことによるものであります。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ11,385千円減少し、1,258,013千円となりま

した。これは前連結会計年度に係る配当金16,022千円の支払、自己株式の取得28,218千円があった一方で、親会社

株主に帰属する中間純利益を33,053千円計上したこと等によるものであります。

 

(２）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

248,254千円減少し、998,184千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動の結果使用した資金は13,017千円（前年同期は75,481千円の使用）となり

ました。

　この主な内訳は、税金等調整前中間純利益42,477千円、売上債権の減少額58,227千円があった一方で、預け金の

増加額72,461千円、利息の支払額2,225千円があったこと等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は295,824千円（前年同期は45,658千円の使用）とな

りました。

この主な内訳は、有形固定資産の取得による支出19,026千円、無形固定資産の取得による支出152,461千円、投

資有価証券の取得による支出7,150千円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出117,186千円があっ

たことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において財務活動の結果増加した資金は60,765千円（前年同期は64,640千円の増加）となり

ました。

　この主な内訳は、長期借入れによる収入150,000千円があり、一方で長期借入金の返済による支出44,994千円、

自己株式の取得による支出28,218千円、配当金の支払額16,022千円があったことによるものであります。
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(３）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(５）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(６）経営成績に重要な影響を与える要因

　当中間連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありま

せん。

 

(７）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当中間連結会計期間において、長期借入金150,000千円の借入及び44,994千円の返済を行いました。この結果、

当中間連結会計期間末における借入金残高は342,794千円となりました。

 

３【重要な契約等】

　当社は、2026年８月20日開催の取締役会において、株式会社menu magazineの株式を取得し、子会社化することを

決議し、2026年８月25日に株式譲渡契約を締結し、2026年９月24日付で全株式を取得しました。

詳細は、「第４経理の状況　１．中間連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,900,000

計 5,900,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,602,215 1,602,215
 東京証券取引所

 グロース市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限

定のない当社における

標準となる株式であり

ます。なお、単元株式

数は100株でありま

す。

計 1,602,215 1,602,215 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2026年４月１日～

 2026年９月30日
- 1,602,215 - 52,778 - 95,048
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社アズーロ 東京都港区南青山２丁目２－１５ 560,800 35.62

木村　裕紀 東京都渋谷区 185,540 11.79

株式会社ＥＰＡＲＫ 東京都港区芝浦４丁目１６－２５ 117,500 7.46

榊原　暢宏 愛知県名古屋市昭和区 117,144 7.44

綿引　一 東京都港区 79,844 5.07

投資事業有限責任組合ＪＡＩＣパー

トナーズファンド
東京都千代田区九段北３丁目２－４ 52,500 3.33

株式会社Ｅｎｊｉｎ 東京都中央区銀座５丁目１３－１６ 48,100 3.06

株式会社ＳＡＩＡＳ 東京都港区港南１丁目９－３６ 38,772 2.46

野中　規夫 静岡県静岡市葵区 22,800 1.45

ＪＡＰＡＮ　ＡＩ株式会社 東京都新宿区西新宿６丁目８－１ 20,000 1.27

計 － 1,243,000 78.96

 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 27,900 －

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であります。なお、単元

株式数は100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,573,500 15,735 同上

単元未満株式 普通株式 815 － －

発行済株式総数  1,602,215 － －

総株主の議決権  － 15,735 －
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②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ブランディングテ

クノロジー株式会

社

東京都渋谷区南平

台町15番13号帝都

渋谷ビル４階

27,900 - 27,900 1.74

計 － 27,900 - 27,900 1.74

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、海南監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,246,439 998,184

受取手形及び売掛金 591,512 579,551

仕掛品 15,591 16,038

前払費用 84,423 79,885

その他 30,222 98,448

貸倒引当金 △1,811 △1,547

流動資産合計 1,966,376 1,770,561

固定資産   

有形固定資産   

その他（純額） 18,779 51,497

有形固定資産合計 18,779 51,497

無形固定資産   

商標権 - 141,725

のれん - 81,462

その他 19,650 33,028

無形固定資産合計 19,650 256,216

投資その他の資産   

その他 166,848 186,181

貸倒引当金 △7,153 △7,341

投資その他の資産合計 159,694 178,840

固定資産合計 198,124 486,553

資産合計 2,164,501 2,257,115

負債の部   

流動負債   

買掛金 346,337 327,665

１年内返済予定の長期借入金 73,320 123,324

未払法人税等 10,784 21,795

賞与引当金 38,777 44,573

その他 261,413 262,273

流動負債合計 730,633 779,631

固定負債   

長期借入金 164,468 219,470

固定負債合計 164,468 219,470

負債合計 895,101 999,101

純資産の部   

株主資本   

資本金 52,778 52,778

資本剰余金 236,880 236,880

利益剰余金 961,058 978,089

自己株式 - △28,218

株主資本合計 1,250,717 1,239,530

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 668 668

為替換算調整勘定 11,079 10,868

その他の包括利益累計額合計 11,748 11,537

非支配株主持分 6,933 6,945

純資産合計 1,269,399 1,258,013

負債純資産合計 2,164,501 2,257,115
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 2,203,895 2,259,602

売上原価 1,671,188 1,696,684

売上総利益 532,707 562,918

販売費及び一般管理費 ※ 519,235 ※ 521,160

営業利益 13,471 41,757

営業外収益   

受取利息 1,083 1,872

受取手数料 1,266 1,045

為替差益 375 65

その他 557 1,084

営業外収益合計 3,283 4,067

営業外費用   

支払利息 1,635 2,376

投資事業組合運用損 1,140 496

和解金 1,756 -

その他 0 473

営業外費用合計 4,533 3,347

経常利益 12,220 42,477

税金等調整前中間純利益 12,220 42,477

法人税、住民税及び事業税 2,767 13,375

法人税等調整額 8,843 △3,964

法人税等合計 11,610 9,411

中間純利益 610 33,065

非支配株主に帰属する中間純利益 114 12

親会社株主に帰属する中間純利益 495 33,053
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 610 33,065

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △924 △210

その他の包括利益合計 △924 △210

中間包括利益 △313 32,854

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △428 32,842

非支配株主に係る中間包括利益 114 12
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 12,220 42,477

減価償却費 5,850 18,206

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,659 △76

賞与引当金の増減額（△は減少） 974 5,818

受取利息及び受取配当金 △1,083 △1,899

支払利息 1,635 2,376

投資事業組合運用損益（△は益） 1,140 496

為替差損益（△は益） 151 45

売上債権の増減額（△は増加） 38,445 58,227

預け金の増減額（△は増加） △175 △72,461

棚卸資産の増減額（△は増加） 370 △456

未払又は未収消費税等の増減額 △11,327 △6,050

仕入債務の増減額（△は減少） △87,975 △50,877

未払金の増減額（△は減少） △3,167 △14,927

未払費用の増減額（△は減少） △1,379 △2,826

前受金の増減額（△は減少） 9,571 3,564

その他 4,077 6,002

小計 △33,330 △12,360

利息及び配当金の受取額 1,083 1,899

利息の支払額 △1,635 △2,225

法人税等の支払額 △41,599 △331

営業活動によるキャッシュ・フロー △75,481 △13,017

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,658 △19,026

無形固定資産の取得による支出 △22,000 △152,461

投資有価証券の取得による支出 △22,000 △7,150

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
- △117,186

投資活動によるキャッシュ・フロー △45,658 △295,824

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 100,000 150,000

長期借入金の返済による支出 △40,572 △44,994

自己株式の取得による支出 - △28,218

自己株式の処分による収入 20,000 -

新株予約権の行使による株式の発行による収入 753 -

配当金の支払額 △15,541 △16,022

財務活動によるキャッシュ・フロー 64,640 60,765

現金及び現金同等物に係る換算差額 △519 △177

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △57,019 △248,254

現金及び現金同等物の期首残高 1,204,608 1,246,439

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,147,589 ※ 998,184
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結範囲の重要な変更

　当中間連結会計期間において、株式会社menu magazineを株式の取得により子会社化し、連結の範囲に含めてお

ります。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自2025年４月１日
　　至2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自2026年４月１日
　　至2026年９月30日）

給料及び手当 211,577千円 193,553千円

賞与引当金繰入額 22,947 24,535

退職給付費用 3,234 3,296

支払手数料 97,346 104,617

減価償却費 3,786 16,493

貸倒引当金繰入額 533 204

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 1,147,589千円 998,184千円

現金及び現金同等物 1,147,589 998,184
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2025年６月27日

定時株主総会
普通株式 15,541 利益剰余金 10 2025年３月31日 2025年６月30日

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

　当社は、2025年７月23日開催の取締役会決議に基づき、自己株式20,000株の処分を行いました。この結果、

当中間連結会計期間において自己株式が20,087千円減少し、当中間連結会計期間末において自己株式が26,013

千円となっております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2026年６月29日

定時株主総会
普通株式 16,022 利益剰余金 10 2026年３月31日 2026年６月30日

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

　当社は、2026年５月21日開催の取締役会決議に基づき、自己株式27,900株の取得を行いました。この結果、

当中間連結会計期間において自己株式が28,218千円増加し、当中間連結会計期間末において自己株式が28,218

千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

中間連結
損益計算書
計上額
（注２）

 ブランド事業
デジタル
マーケ

ティング事業
計

売上高      

(1）外部顧客への売上高 644,455 1,559,439 2,203,895 - 2,203,895

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,041 - 5,041 △5,041 -

計 649,497 1,559,439 2,208,936 △5,041 2,203,895

セグメント利益 122,650 121,721 244,371 △230,899 13,471

（注）１．セグメント利益の調整額△230,899千円には、セグメント間取引消去△4,320千円及び報告セグメントに配分

していない全社費用△226,579千円が含まれております。

全社費用の主なものは報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

中間連結
損益計算書
計上額
（注２）

 ブランド事業
デジタル
マーケ

ティング事業
計

売上高      

(1）外部顧客への売上高 653,484 1,606,118 2,259,602 - 2,259,602

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,298 - 5,298 △5,298 -

計 658,783 1,606,118 2,264,901 △5,298 2,259,602

セグメント利益 145,918 125,266 271,185 △229,427 41,757

（注）１．セグメント利益の調整額△229,427千円には、セグメント間取引消去△4,377千円及び報告セグメントに配分

していない全社費用△225,049千円が含まれております。

全社費用の主なものは報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　「ブランド事業」において、株式会社menu magazineを株式の取得により子会社化し、同社を当中間連結

会計期間から連結の範囲に含めたことに伴い、のれんが発生しております。

　なお、当該事象によるのれんの増加額は81,462千円であります。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

　当社は、2026年８月20日開催の取締役会において、株式会社menu magazineの株式を取得し、子会社化するこ

とを決議し、2026年８月25日に株式譲渡契約を締結し、2026年９月24日付で全株式を取得しました。

 

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社menu magazine

事業の内容　　　　URIBACO（ウリバコ）事業等

（２）企業結合を行った主な理由

　当社グループは、「ブランドを軸に中堅・中小企業様の デジタルシフトを担う」をグループミッショ

ンに掲げ、中堅・中小企業様及び医療機関を中心とした顧客基盤に対し、ブランディング及びデジタル

マーケティング、DX 推進の伴走支援を中心とする各種サービスを提供しております。

 

　業種特化領域の事業として、住宅不動産業界向け、歯科開業医向けのブランディング及びデジタルマー

ケティング伴走支援を行う事業ユニットがあります。対象会社は、スーパーマーケット業界のデジタルシ

フト、販促支援領域において長年にわたり事業を展開し、優れた販促支援の自社システム及び伴走支援の

ノウハウを有しております。当社グループの新たな業種特化領域として、スーパーマーケット業界への事

業展開を推進して参ります。

　対象会社はスーパーマーケット向けECスーパープラットフォーム（URIBACO）を開発・運営しており、

本件株式取得により対象会社が有するURIBACOシステムを取得いたします。取得対象システムは、商品・

在庫・会員管理、POS・決済処理・メールマガジン、産地直送システム、購買データ活用によりスーパー

マーケットのネット販売黒字化を支援するシステムであります。

　対象会社が有する顧客基盤、サービス及びノウハウと、当社グループが有するブランディング及びデジ

タルマーケティング、DX 推進領域における知見を組み合わせることにより、折込チラシ離れの進むスー

パー業界における集客基盤となるデジタルマーケティングの推進、採用力強化のブランディング、スー

パー小売各社のAIエージェント開発など提供価値の向上により、新たな事業機会の創出が可能になるもの

と判断しております。

　政府は2027年4月1日から2年間限定で、飲食料品の消費税率を8%から1%に引き下げる方針を2026年8月5

日の臨時閣議で決定しており、スーパーマーケット業界としては売上増加に向けて追い風の市場環境とな

ることが予測されます。そのような市場環境の中、当社グループは地方・中堅スーパー専門の「デジタル

販促部」を目指し、ケイパビリティ拡張を目指して参ります。

　また、対象会社の経営・技術人材が当社グループに参画することで、グループ全体の事業開発力及びDX

推進力の強化にも寄与するものと考えております。これらを総合的に検討した結果、本件株式取得が当社

グループの中長期的な企業価値向上に資するものと判断し、対象会社の株式を取得し、子会社化すること

を決定いたしました。

 

（３）企業結合日

2026年９月24日（株式取得日）

2026年９月30日（みなし取得日）

 

（４）企業結合の法的形式

現金を対価とした株式取得

 

（５）結合後企業の名称

名称に変更はありません。

 

（６）取得した議決権比率

100％

 

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

 

２．中間連結損益計算書に含まれている被取得企業の業績の期間

2026年９月30日をみなし取得日として企業結合を行ったため、貸借対照表のみを連結しております。
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３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金及び預金　650,000千円

取得原価　　　　　　　　　650,000千円

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

81,462千円

　なお、のれんの金額は、当中間連結会計期間において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に

算出された金額であります。

 

（２）発生原因

今後の事業展開により期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

 

（３）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計
ブランド事業

デジタルマーケ
ディング事業

計

オウンドメディア 183,197 - 183,197 183,197

経営サポート 261,593 - 261,593 261,593

ブランドコンサル 199,664 - 199,664 199,664

Webコンサル - 72,456 72,456 72,456

ネット広告 - 1,486,982 1,486,982 1,486,982

顧客との契約から生じる収益 644,455 1,559,439 2,203,895 2,203,895

その他の収益 - - - -

外部顧客への売上高 644,455 1,559,439 2,203,895 2,203,895

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計
ブランド事業

デジタルマーケ
ディング事業

計

オウンドメディア 186,127 - 186,127 186,127

経営サポート 271,482 - 271,482 271,482

ブランドコンサル 195,875 - 195,875 195,875

Webコンサル - 67,432 67,432 67,432

ネット広告 - 1,538,685 1,538,685 1,538,685

顧客との契約から生じる収益 653,484 1,606,118 2,259,602 2,259,602

その他の収益 - - - -

外部顧客への売上高 653,484 1,606,118 2,259,602 2,259,602
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は以下のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

（１）１株当たり中間純利益 0円32銭 20円81銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 495 33,053

　普通株主に帰属しない金額（千円） - -

　普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（千円）
495 33,053

　普通株式の期中平均株式数（株） 1,559,134 1,588,698

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 0円32銭 20円73銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する中間純利益調整額（千

円）
- -

　普通株式増加数（株） 6,385 6,031

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

- -
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ブランディングテクノロジー株式会社(E34975)

半期報告書

23/26



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月13日

ブランディングテクノロジー株式会社

取締役会　御中

 

海南監査法人

東京事務所

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 平賀　康麿

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 山田　亮

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているブランディング

テクノロジー株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日

から2026年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ブランディングテクノロジー株式会社及び連結子会社の2026

年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい
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る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

　　　２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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